
和議第３２号 

 

公共事業における木材の活用を求める意見書（案） 

 

 「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が施行され１０年

になるが、実際に木造化された建築物や木製工作物はまだ少なく、木材の利用

が十分ではないことから、林業経営が持続可能なレベルにはなっていないのが

現状である。  

 日本の森林を守り林業経営を持続可能とするには、さらなる国産材の利用拡

大が必要であり、国や地方公共団体においても取り組みが求められている。 

 和歌山県でも、平成２３年度に「和歌山県木材利用方針」を定め、公共建築

物や公共土木工事の工作物等で木材を利用することに努めている。 

特に土木工事の工作物については、「公共土木工事木材利用マニュアル」に

おいて利用基準を定め、木製ガードレールを下記地域の道路で設置していくこ

ととしている。 

 ついては、公共事業等における木材のさらなる活用が図られるよう、関西広

域連合の各構成団体に対して働きかけられたい。  

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

記 

 

１ 国立・国定公園内及び特定景観形成地域内の主要道路 

 

２ 観光スポットが集中しているエリア内の主要道路 

 

３ 点在する観光スポット等（神社、仏閣、道の駅等）近辺の主要道路 

 

４ 観光スポットが集中しているエリアまでのアクセス道路 

 

令和２年１２月１７日 

   

              様 

   

                 和歌山県議会議長 岸本  健      

                  （提 出 者） 

                   建設委員会委員長 中本 浩精   

 

（意見書提出先） 

関西広域連合長 


